
１つの事業所で１か月に30人以上の離職者（※）が生じる場合、最後の離職が生じる日の

１か月前までに、ハローワークに「大量離職届」を提出しなければなりません。

（労働施策総合推進法27条等）

※契約期間満了により離職する場合であっても、６か月を超えて引き続き雇用されている者は

離職者に含みます。ただし、下のいずれかの項目に該当する者、労働者本人の都合または労

働者の責めに帰すべき理由により離職する者は除きます。

・日雇い、または期間を定めて雇用されている者（引き続き雇用されている期間が６か月以

下である者に限る）

・試用期間中の者（14日を超えて引き続き雇用されている者を除く）

・常時勤務に服することを要しない者として雇用されている者

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

（事業主の方へ）

労働者を雇用している事業主の方は、一定期間内に相当数の労働者が離職する

こととなる場合、離職する前に厚生労働大臣に対して「大量離職届」を提出す

ることが義務付けられています。

「大量離職届」を提出しなければならない場合

【参考：労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律（抜粋）】

第27条 事業主は、その事業所における雇用量の変動（事業規模の縮小その他の理由により一定期間内に相当数の

離職者が発生することをいう。）であつて、厚生労働省令で定める場合に該当するもの（以下この条において

「大量雇用変動」という。）については、当該大量雇用変動の前に、厚生労働省令で定めるところにより、当該

離職者の数その他の厚生労働省令で定める事項を厚生労働大臣に届け出なければならない。

２ 国又は地方公共団体に係る大量雇用変動については、前項の規定は、適用しない。この場合において、国又は

地方公共団体の任命権者（委任を受けて任命権を行う者を含む。第28条第３項において同じ。）は、当該大量雇

用変動の前に、政令で定めるところにより、厚生労働大臣に通知するものとする。

３ 第１項の規定による届出又は前項の規定による通知があつたときは、国は、次に掲げる措置を講ずることによ

り、当該届出または通知に係る労働者の再就職の促進に努めるものとする。

一 職業安定機関において、相互に連絡を緊密にしつつ、当該労働者の求めに応じて、その離職前から、当該労

働者その他の関係者に対する雇用情報の提供並びに広範囲にわたる求人の開拓及び職業紹介を行うこと。

二 公共職業能力開発施設において必要な職業訓練を行うこと。

離職する従業員の再就職のために
～「大量離職届」について～
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様式のダウンロードはこちら ⇒



全国のハローワーク所在地はこちらから検索できます。
【URL】

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/

hellowork.html#whereishellowork

※記載にあたってご不明な点なども、最寄りのハローワークにお問い合わせください。

■大量離職届の提出先

最寄りのハローワーク（事業所関係部門）にご提出ください。

提出先・お問い合わせ先

記載にあたっての留意事項等
・この様式（大量離職届）は、民間の事業主
の方が提出する場合の様式です。
・国または地方公共団体の方は大量離職通
知書をお使いください。
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＜③、④欄＞
・離職者の合計を記載してく
ださい。
・その下に合計数のうち雇用
保険被保険者数、45歳以
上60歳未満の者の数をそ
れぞれ記載してください。
・さらに、合計数のうち雇用形
態別に離職者数を記載して
ください。

事務

営業

＜⑤、⑥欄＞
・職種ごとに、離職者数を記
載してください。
・その下に45歳以上60歳未
満の者の数をそれぞれ記載
してください。

＜⑦、⑧欄＞
・離職者の再就職のために講
じている措置（再就職援助
の体制、具体的な方法）を
記載してください。
・再就職先が決まっている場
合には、その事業所数、人
数を記載してください。

○ ○

＜②欄＞
・最初の離職が生じる日から
最後の離職者が生じる日を
記載してください。
・１日で全員が離職する場合
には、その日を記載してださい。

○人


